
　　　　　　　　　（以下、「利用者」といいます）と介護老人保健施設こうわか苑（以下、「事業者」といいま

す）は、事業者が利用者及び身元引受人に対して行う介護老人保健施設についての契約内容は次の

とおりです。

第１条（契約の目的）

事業者は、利用者に対し、介護保険法令の趣旨にしたがって、介護老人保健施設サービスを提供

し、利用者及び利用者の身元引受人は、事業者に対し、そのサービスに対する料金を支払います。

第２条（契約期間）

この契約の契約期間は 令和    年    月    日（入所日）以降から効力を有します。但し、利用者の

身元引受人に変更があった場合は、新たな身元引受人の同意を得ることとします。

第３条（身元引受人）

1 利用者は、次の各号の要件を満たす身元引受人を立てます。但し、利用者が身元引受人を立てる

ことができない相当の理由がある場合を除きます。

・行為能力者（民法第２０条第１項に定める行為能力者をいいます。以下同じ。）であること

・弁済をする資力を有すること

2 身元引受人は、利用者が本約款上事業者に対して負担する一切の責務を極度額１００万円の範囲

内で、利用者と連携して支払う責任を負います。

3 身元引受人は、前項の責任のほか、次の各号の責任を負います。

・利用者が疾病等により医療機関に入院する場合、入院手続が円滑に進行するように協力すること。

・入所利用が解除若しくは終了した場合の残置物の引き取り等の処置、又は利用者が死亡した場合

の遺体の引き取りをすること。但し、遺体の引取りについて、身元引受人と別に祭祀主宰者がいる場

合、当施設は祭祀主宰者に引き取っていただくことができます。

4 身元引受人が第1項各号の要件を満たさない場合、又は事業者、事業者の職員若しくは他の入所者

等に対して、窃盗、暴行、暴言、誹謗中傷その他背信行為又は反社会的行為を行った場合、事業者

は、利用者及び身元引受人に対し、相当期間にその身元引受人に代わる新たな身元引受人を立てる

ことを求めることができます。但し、第1項但書の場合はこの限りではありません。

5 身元引受人の請求があったときは、事業者は身元引受人に対し、事業者に対する利用料金の未払い、

これに対する利息及び賠償すべき損害の有無並びにこれらの残額及び支払期が到来しているものの

額に関する情報を提供します。

第４条（施設サービス計画）

事業者は、次の各号に定める事項を介護支援専門員により行います。

① 事業者は、施設サービス計画に沿って、利用者に対し居室、食事、介護サービス、その他介護

保険法令の定める必要な援助を提供します。入所時暫定プランを立案し、その間に状態を見な

がら利用者・家族の希望を取り入れ適切なサービスを提供します。

② 利用者について解決すべき課題を把握し、利用者の意向並びに医師の治療上の方針を踏まえ

た上で、当該利用者に対する介護老人保健施設サービスの提供にあたる専門職と利用者

家族との協議の上、介護保健施設サービスの目標およびその達成時期、サービスの内容、

サービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ施設サービス計画を作成します。

③ 利用者の状態に応じ定期的に施設サービス計画の見直しを行います。

④ 施設サービス計画の作成および変更に際しては定期的にその内容を利用者と家族に説明

し、同意の上、承諾書への捺印を頂きます。

介護老人保健施設入所利用約款
＜     令和　６年　８月  １日 現在 ＞



第６条（介護保険指定基準の身体拘束禁止規定）

事業者は、サービス提供にあたり、利用者または他の入所者等の生命または身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、車いすやベッドに胴や四肢を縛る、上肢を縛る、ミトン型の手袋を

つける、腰ベルトやＹ字型抑制帯をつける、介護衣（つなぎ）を着せる、車いすテーブルをつける、

ベッド柵を４本つける、居室の外から鍵を掛ける、向精神薬を過度に使用する等の方法による身体

的拘束を行いません。

実施する場合は、事前に説明の上書面にて承諾者氏名・捺印印を頂きます。

第７条（要介護認定の申請に係る援助）

1 事業者は、利用者が要介護認定の更新申請を円滑に行えるよう利用者を援助します。

2 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護認定の申請を利用者に代わって行います。

第８条（サービスの提供の記録）

1 事業者は、介護老人保健施設サービスの提供に関する経過記録を行い、契約終了後

5年間保管します。

2 事業者は、利用者が前項の記録の閲覧、謄写を求めたときは、原則として、必要な実費を徴収の

うえ、これに応じます。

3 事業者は、身元引受人が第1項の記録の閲覧、謄写を求めたときは、閲覧、謄写を必要とする事情

を確認して事業者が必要と認める場合に限り、必要な実費を徴収のうえ、これに応じます。但し、利

用者が身元引受人に対する閲覧、謄写に反対する意思を表示した場合その他利用者の利益に反

するおそれがあると事業者が認める場合は、閲覧、謄写に応じないことができます。

4 前項は、当施設が身元引受人に対して連帯保証債務の履行を請求するため必要な場合は適用さ

れません。

5 事業者は、利用者及び身元引受人以外の親族が第1項の記録の閲覧、謄写を求めたときは、利用

者の承諾がある場合に限り、必要な実費を徴収のうえ、これに応じます。但し、利用者の利益に反

するおそれがあると事業者が認める場合は、閲覧、謄写に応じないことができます。

第９条（料金）

1 利用者及び身元引受人は、サービスの対価として定める利用単位毎の料金をもとに計算された月

ごとの合計額を支払います。

2 事業者は、当月の料金の合計額の請求書に明細を付して、翌月1５日までに利用者又は身元引受

人、もしくは利用者の家族、身元引受人が指定する者に通知します。

3 利用者又は身元引受人は、当月の料金の合計額を翌月20日までに支払います。

4 利用料金の支払いにおいて困難が生じた場合利用者又は身元引受人以外の連帯保証人に請求

する場合があります。なお、連帯保証人につきましては、契約書に契約者と同一世帯外の方の署名

・捺印をいただくことになっております。

5 事業者は、利用者又は身元引受人から料金の支払いを受けたときは、利用者、身元引受人又は利

用者若しくは身元引受人の指定する者に対して、領収証を発行します。

6 領収書の再発行はいたしませんので、保管をお願いします。

第１０条（契約の終了）

（利用者からの解除）

利用者は、事業者に対して退所の意思表明をすることにより、この契約に基づく入所利用を解除する

ことができます。

・身元引受人も前項と同様に入所利用を解除することができます。但し、利用者の利益に反する場合

は、この限りではありません。

（事業者からの解除及び入院又は入所による終了）

事業者は、利用者及び身元引受人に対し、次に掲げる場合には、本約款に基づく入所利用を解除

することができます。

1 ① 利用者が要介護認定において自立又は要支援と認定された場合

② 当施設において定期的に実施される入所継続判定会議において、退所して居宅において

生活ができると判断された場合



③ 利用者の病状、心身状態が著しく悪化し、当施設での適切な介護保険施設サービスの提供を

超えると判断された場合

④ 利用者のサービス利用料金の支払が正当な理由なく3ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催

告したにもかかわらず14日間以内に支払われない場合

⑤ 利用者が、事業者やサービス従業者または他の入所者等に対して、窃盗、暴行、暴言、誹謗

中傷その他の利用継続が困難となる程度の背信行為又は反社会的行為を行った場合

⑥ 第3条4項の規定に基づき、事業者が新たな身元引受人を立てることを求めたにもかかわらず、

新たな身元引受人を立てない場合。但し、利用者が新たな身元引受人を立てることができない

相当の理由がある場合を除く

⑦ 天災、災害、施設・設備の故障その他やむを得ない事情により、当施設を利用させることができ

ない場合

2 利用者が病院に入院又は他の施設に入所した場合、本約款に基づく入所利用は終了します。

第１１条（料金の変更）

1 事業者は、利用者又は身元引受人に対して、事前に介護報酬改定及び食事の単価等の変更を（増

額又は減額）を申し入れることができます。

2 利用者又は身元引受人が料金の変更を承諾する場合、新たな料金に基づく契約書を作成し、お互い

に取り交わします。

3 利用者又は身元引受人は、料金の変更を承諾しない場合、事業者に対し、文書で通知することにより、

この契約を解約することができます。

第１２条（在宅復帰に関する援助）

事業者は、契約が終了し利用者が退所する際には、利用者およびその家族の希望、利用者が退所後

に置かれることとなる環境等を勘案し、必要に応じて下記の通り支援及び情報提供を行います。

①入所前後訪問指導 ・入所期間が１ヶ月超えると見込まれる方で予定入所日の３０日以内又は、入所

後７日以内に当該者が、退所後生活する居宅を訪問し退所を目的とした施設サ

ービス計画の暫定及び診療方針を行う。

(Ⅰ）退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行なう。

(Ⅱ）退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定にあたり、

生活機能の具体的な改善目標を定めるとともに、退所後の生活に関わる支援

計画を策定する。

・家屋調査（見取り図・写真撮影）

②退所前訪問指導 ・入所期間が一ヶ月を超えると見込まれる方において、退所に先立って退所後

生活する居宅を各専門職及び他事業所が訪問し、本人・家族に対して退所後

の療養上の指導を行なう。

・家屋調査（見取り図・写真撮影）

③退所時指導 ・食事・入浴・健康管理等在宅療養に関する指導。

・本人の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う。

体位変換・起座又は、離床・起立・食事・排泄の指導。

・家屋の改善指導。

・本人、家族への介助方法指導。

④退所時情報提供 ・入所期間が一ヶ月を超える入所者が退所し、その居宅で療養を継続する場合

において当該入所者の退所後の主治医に対して療養状況を示す文書を添える。

⑤退所前連携 ・入所期間が一ヶ月を超える入所者が退所しその居宅において居宅サービスを

利用する場合、当該入所者が利用希望する指定居宅介護支援事業者と連携

して、退所後の居宅サービス利用にケアマネジメント連絡用紙（施設ケアマネか

ら居宅ケアマネ）による情報提供を行う。

⑥退所後の状況確認 ・入所者の退所後30日※以内に居宅を訪問し、又は指定居宅支援事業者から

情報提供を受けることにより、在宅による生活が1月※以上継続する見込みであ

ることを確認し記録する。（※要介護4.5については2週間）

①～⑥のいずれも実施する場合は当該入所者の同意を得て行う。



1 在宅復帰される場合 ⇒ 退所時指導報告書

医師・支援相談員・施設ケアマネ・理学療法士

作業療法士・看護師・介護士・栄養士・より本人・家族へ

施設ケアマネより居宅ケアマネへ

2 医療機関 ⇒ 診療情報提供書（施設医師より担当医師）

看護サマリー（施設看護師より担当看護師）

3 施設 ⇒ 診療情報提供書（施設医師より担当医師）

看護サマリー（施設看護師より担当看護師）

リハビリテーションマネジメント連絡用紙（担当リハより施設担当リハ）

退所前連携情報提供書（担当ケアマネから施設担当ケアマネ）

第１３条（秘密保持）

1 事業者および事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た利用者およびその家族に

関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。

2 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、居宅介護支援事業者等に対し、利用者の

個人情報を提供しません。

3 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、居宅介護支援事業者等に対し、当該家族

の個人情報を提供しません。

第１４条（賠償責任）

事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命・身

体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償します。

第１５条（連絡義務）

事業者は、利用者の健康状態が急変した場合は、あらかじめ届けられた連絡先に可能な限り速や

かに連絡するとともに、医師の指示のもと協力医療機関に連絡を取る等必要な処置を行います。

なお、協力医療機関の他に家族の希望される医療機関へ連絡を取ることも可能です。

※日常生活状況及び状態変化時は説明のため、身元引受人又はその親族の来苑をお願いします。

第１６条（相談・苦情対応）

事業者は、利用者又は身元引受人からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、施設の設備

またはサービスに関する利用者又は身元引受人の要望、苦情等に対し、迅速に対応します。

※意見箱を談話室内に設置しております。

第１７条（本契約に定めのない事項）

1 利用者、身元引受人および事業者は、信義誠実をもってこの契約を履行するものとします。

2 この契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところを尊重し、双

方が誠意を持って協議のうえ定めます。



１．当施設が提供するサービスについての相談窓口

電話 0944-63-8888（午前8時３０分～午後5時３０分まで）

担当 支援相談員　　　伊藤　忠裕 ・ 河野　健一郎 ・ 松﨑　吉彦

＊ ご不明な点は、お気軽におたずねください。

２．こうわか苑の概要

（１） 提供できるサービスの種類

施設名称 介護老人保健施設こうわか苑

所在地 福岡県みやま市瀬高町大江1687-2

介護保険指定番号 介護老人保健施設 （福岡県4054280070号）

（２） 同施設の職員体制 

管理者

医師

支援相談員

管理栄養士

作業療法士

理学療法士

介護支援専門員 支援専門員

事務職員

看護師

介護福祉士

その他

（  ）内は男性再掲

（３） 同施設の設備の概要

定員  100名

診察室  １室

食堂  3室

機能訓練室  １室

談話室  １室

家族介護教室  １室

個室 　4室

１名（0） 1名（  ）

1名（0） 1名（0） 2名（  ）

介護老人保健施設療養介護重要事項説明書

資格 常勤 非常勤 業務内容 計

3名（3） 3名（3）

１名（1） １名（1）

機能訓練指導員
4名（3） 4名（3）

5名（4）

10名（1）

26名（4) 26名（4)

2名（2） 2名（2）

5名（4）

2名（0） 2名（0）

3名（1） 3名（1）

一般療
養棟

４人部屋  15室

個室（一人）   8室

認知専
門棟

４人部屋 　7室

護
職
員

看
・
介

10名（1）

浴室
 一般浴槽と特殊浴槽
があります



３．サービス内容

① 介護老人保健施設療養介護計画の立案（ケアプラン）

② 食事（食事は原則として食堂でおとりいただきます。）

朝　食 　７：４５～９：００

　 昼　食 １２：００～１３：００

夕　食 １７：００～１８：００

③ 入浴（一般浴槽のほか入浴に介助を要する利用者には特別浴槽で対応します。最低週2回の入浴を

　　　　　　ご利用いただけます。ただし、利用者の身体の状態に応じて清拭となる場合があります。）

⑤介護 ご希望や状態に応じ適切な介護サービスを提供します。

・ 着替え介助 ・ 口腔ケア介助 等

・ 排泄介助

・ おむつ交換

・ 施設内の移動の付添い

・ 体位変換

・ シーツ交換

⑥医学的管理・看護

（回診及び随時診察諸検査（レントゲン・採血等）１部負担金が生じる場合がございます。）

⑦付添い援助

（他医療機関への受診、入退院時は必ず家族の付き添いをお願いします。）

⑧ 機能訓練（リハビリテーション、レクリエーション）

⑨ 相談援助サービス（本人・家族の要望及び苦情、退所時等の援助も行います。）

⑩ 利用者が選定する特別食の提供

⑪ 理美容サービス（要予約の為、事務所及び各フロアスタッフへお申し出下さい。）

⑫ 行政手続き代行（介護保険更新申請・区分変更申請・減額申請等）

⑬その他

※これらのサービスのなかには、利用者の方から、基本料金とは別に利用料金をいただくものも

　ありますので､具体的にご相談下さい。

４．サービスの利用契約

（１）サービスの利用開始

①利用契約の締結

（２）サービス利用契約の終了

① 利用者のご都合でサービス利用契約を終了する場合

 文書でのお申し出によりいつでも解約できます。

（３）利用期間中の中止

以下の事由に該当する場合、利用期間中でもサービスを中止し、退所していただく場合が

あります。

・利用者が要介護認定の更新で要介護者（要介護１～要介護５）と認定されなかった場合。

・利用者が他の介護保険施設に入所される場合。

・利用者が医療施設に入院される場合。

病状、心身状態が著しく悪化し、当施設での適切な介護保険施設サービスの提供を

超えると判断された場合は、家族または緊急連絡先へ連絡するとともに速やかに

医師の指示のもと協力医療機関に連絡を取る等必要な処置を行います。

・ 利用者がお亡くなりになった場合

・入所継続判定会議において、退所して居宅において生活ができると判断された場合。

・他の利用者の生命または健康に重大な影響をあたえる行為があった場合。

・施設長の判断により、入所継続が難しいと判断した場合



（４）その他

・ 利用者又は身元引受人が、サービス利用料金の支払を３ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告

  したにもかかわらず14日以内に支払わない場合、利用者や家族などが当施設や当施設の従業

  者に対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合、または、やむを得ない事情によ

  り施設を閉鎖もしくは縮小する場合は、１ヵ月前までに文書で通知することにより、サービス利用

  契約を終了させていただくことがございます。

・他医療機関への受診・入退院時は必ず家族の付き添いをお願いします。

５．当施設のサービスの特徴等

ⅰ 要介護状態になられた場合､可能な限りその居宅においてその有する能力に応じて自立した日常

生活が営まれるよう配慮します。

ⅱ 当施設をご利用いただき､医学的管理の下での看護、介護や機能訓練、その他必要な医療と日常

生活上のご支援等をする事で、利用者の能力に応じた日常生活を営む事ができるように支援します。

ⅲ 介護老人保健施設療養介護計画を作成する場合にあたっては､利用者・家族の希望を十分に取り

入れ､また、計画の内容については､十分な説明をいたします。

（１） 運営の方針

ⅰ 人間性を尊重し、明るく楽しい雰囲気の中で楽しく生活できるように支援します。

ⅱ 福祉の理念を基に利用者の安心した生活を、医療、看護、リハビリ、介護、相談援助等の技術を

活用し、確保するとともよって、利用者の支援を行ないます。

（2） 施設利用に当たっての留意事項

・面会 9：00～19：00

※面会につきましては、感染症予防等の状況により変更となる場合があります。

・外出、外泊 事前に所定届出書に、必要事項を記載の上、事務所までお届けください。

１月に６日を限度に外泊していただく事が出来ます。

但し、外泊の初日及び最終日は外泊日数としては取り扱いません。

なお、入所期間中に自宅に外泊した期間の取扱いについては、介護保険給付の

扱いに応じた料金となりますのでご了承ください。

・喫煙 所定の場所での喫煙をお願いします

・金銭、貴重品 少額の金銭は、事務所にてお預かりする事も出来ますので、御相談ください。

　の管理 所持金においては、紛失の場合責任は負えませんのでご了承下さい。

・所持品の持ち込み 持ち物全てに、お名前を記入してください。

・施設外での受診 医療保険の対象外（全額自己負担）となる場合がありますので、事前に職員に

ご相談ください。又、受診をされる場合は必ず当苑医師からの紹介状が必要です。

・ペット 持ち込みはご遠慮ください。

６．非常災害対策

・防災時の対応 消防法施行規則第３条９項による対応

・防災設備 消防法第１７条の規程による防災設備の設置

・防災訓練 消防施行規則第３条５項の規定による訓練の実施

・防火責任者 上村　和史

７.　禁止事項

当施設では、多くの方に安心して療養生活を送っていただくために利用者の「営利行為、

宗教活動の勧誘、特定の政治活動」は禁止します。



８．サービス内容に関する相談・苦情

① 当施設ご利用者相談・苦情担当

担当 事務長 上村　和史

支援相談員 伊藤　忠裕　　　松崎　吉彦 電話 0944-63-8888

② その他

当施設以外に、区市町村の相談・苦情窓口等でも受け付けています。

広域連合柳川支部

832-0828 福岡県柳川市三橋町正行431柳川市役所三橋庁舎内

電話 0944-75-6301 ＦＡＸ 0944-75-6340

みやま市介護保険課

835-8601 福岡県みやま市瀬高町小川5番地

電話 0944-64-1555 ＦＡＸ 0944-64-1601

福岡県国民健康保険団体連合会

812-8521 福岡県博多区吉塚13-47

電話 092-642-7859 ＦＡＸ 092-642-7856

９．当法人の概要

名称・法人種別 医療法人　喜明会

代表者役職・氏名 理事長  山内　一明

本部所在地・電話番号 〒835-0019

福岡県みやま市瀬高町大江1694

☎0944-63-8888

定款の目的に定めた事業 １、介護老人保健施設こうわか苑

入所施設サービス

短期入所療養介護

通所リハビリテーション

２、 こうわか苑居宅介護支援事業所

３、 山内医院

施設・拠点等 短期入所療養介護 1ヵ所

介護老人保健施設 1ヵ所

通所リハビリテーション 1ヵ所

居宅介護支援事業所 1ヵ所

内科・小児科医院  1ヵ所

１０．その他

当施設の詳細は、パンフレットを用意しておりますので、御請求ください。



１１．利用料

お支払いいただく料金の単価は下記のとおりです。
①基本料金

￥ ￥ ￥ ￥ ￥ ￥

￥ ￥ ￥ ￥ ￥ ￥

￥ ￥ ￥ ￥ ￥ ￥

￥ ￥ ￥ ￥ ￥ ￥

￥ ￥ ￥ ￥ ￥ ￥

￥ ￥ ￥ ￥ ￥ ￥

￥ ￥ ￥ ￥ ￥ ￥

￥ ￥ ￥ ￥ ￥ ￥

￥ ￥ ￥ ￥ ￥ ￥

￥ ￥ ￥ ￥ ￥ ￥

※ 介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われない場合があります。

その場合は一旦１日あたりの利用料金を頂き、サービス提供証明書を発行いたします。

サービス提供証明書を後日市区町村の窓口に提出しますと、差額の払戻しを受けることができます。

②サービス提供にあたっての加算

✻サービス提供体制強化加算（Ⅰ） （１日あたり自己負担）
1日あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 22 ）

✻夜勤職員配置加算 （１日あたり自己負担）
1日あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 24 ）

✻科学的介護推進体制加算Ⅰ （１月あたり自己負担）
1月あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 40 ）

✻生産性向上推進体制加算（Ⅱ） （１月あたり自己負担）

1月あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 10 ）

✻リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅱ） （１月あたり自己負担）

1月あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 33 ）

✻介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 7.5 ％

※初期加算（Ⅰ）（入所後30日）

1日あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 60 ）

※初期加算（Ⅱ）（入所後30日）

1日あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 30 ）

※短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）（入所後3ヶ月以内） （１日あたり自己負担）

1日あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 258 ）

※療養食加算 （１回あたり自己負担）
1回あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 6 ）

※認知症ケア加算 （１日あたり自己負担）
1日あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 76 ）

基本型

１日あたりの利用料金

１割 ２割 ３割

一般棟（多床室） 一般棟（個室） 一般棟（多床室） 一般棟（個室） 一般棟（多床室） 一般棟（個室）

要介護度１ ７,９３０ ７,１７０ １５,８６０ １４,３４０ ２３,７９０ ２１,５１０

２２,８９０

要介護度３ ９,０８０ ８,２８０ １８,１６０ １６,５６０ ２７,２４０ ２４,８４０

要介護度２ ８,４３０ ７,６３０ １６,８６０ １５,２６０ ２５,２９０

２６,４９０

要介護度５ １０,１２０ ９,３２０ ２０,２４０ １８,６４０ ３０,３６０ ２７,９６０

要介護度４ ９,６１０ ８,８３０ １９,２２０ １７,６６０ ２８,８３０

一般棟（個室）

要介護度１ ７９３ ７１７ １,５８６ １,４３４ ２,３７９ ２,１５１

介護保険適用時の1日あたりの自己負担金額

１割 ２割 ３割

一般棟（多床室） 一般棟（個室） 一般棟（多床室） 一般棟（個室） 一般棟（多床室）

２,２８９

要介護度３ ９０８ ８２８ １,８１６ １,６５６ ２,７２４ ２,４８４

要介護度２ ８４３ ７６３ １,６８６ １,５２６ ２,５２９

２,６４９

要介護度５ １,０１２ ９３２ ２,０２４ １,８６４ ３,０３６ ２,７９６

要介護度４ ９６１ ８８３ １,９２２ １,７６６ ２,８８３

300

2580

60

760

220

240

400

100

330

600



※外泊加算 （月6日限度） （１日あたり自己負担）
1日あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 362 ）

※再入所時栄養連携加算 （１回あたり自己負担）
1回あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 200 ）

※入所前後訪問指導加算（Ⅰ） （１回あたり自己負担）
1回あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 450 ）

※退所時情報提供加算（Ⅰ）（Ⅱ） （１回あたり自己負担）
（Ⅰ）　 1回あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 500 ）

（Ⅱ）　 1回あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 250 ）

※入退所前連携加算（Ⅱ） （１回あたり自己負担）
（Ⅱ）　 1回あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 400 ）

※所定疾患施設療養費（Ⅰ）（月7日限度） （１日あたり自己負担）
1回あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 239 ）

※退所時栄養情報連携加算 （１回あたり自己負担）
1回あたり ￥ （自己負担料金 ￥ 70 ）

※安全対策体制加算 （入所時に1回） （1回あたり自己負担）

1回あたり ￥ 200 （自己負担料金 ￥ 20 ）

※上記②の加算についての自己負担料金（円）は１割負担の金額となります。２割負担の場合は２倍、

　　３割負担の場合は３倍となります。

③居住費

④食費

① \　650

② \　1,360

⑤教養娯楽費

１日あたり ￥

※個人で希望されるレクリエーション、クラブ活動等への参加をされる場合の実費相当額

⑥日常品費

１日あたり ￥

⑦電気代(1品につき）

１日あたり ￥ 50

⑧クリーニング

1月あたり ￥

⑨その他の料金

行事参加費、健康管理費、理美容費 等は別途料金がかかります。

※料金は退所日までの日数を基準に計算します。

3620

700

第４段階 第３段階 第２段階 第１段階

2000

4500

5000

2500

4000

2390

多床室 \　460 \　430 \　430 \　0
個室 \　1,730 \　1,370 \　550 \　550

※居住費について、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている居住費の負担限
度額が1日にお支払いいただく食費の上限となります。

１日あたり

第４段階 第３段階 第２段階 第１段階

\　1,650 \　390 \　300

※食費について、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている食費の負担限度額
が1日にお支払いいただく食費の上限となります。

実費

210

※内訳：タオル、おしぼり、歯ブラシ、歯磨き粉、ティッシュペーパー、石鹸、シャンプー、ボディーソープ等。
施設で用意するものをご利用いただく場合にお支払いいただきます。お持込での使用も可能となっております。

4,500



当施設は、ご利用者ご家族への説明と納得に基づくサービス提供（インフォームド・コンセント）及び

個人情報の保護に積極的に取り組んでおります。

介護・診療情報の提供

★ ご自身の症状やケアについて質問や不安がおありになる場合は、遠慮なく、直接、医師・看護師、または

支援相談員に質問し、説明を受けてください。この場合には、特別の手続きは必要ありません。

介護・診療情報の開示

★ ご自身の介護、診療記録の閲覧や謄写をご希望の場合は、遠慮なく、医師または『相談室』に開示をお

申し出ください。開示・謄写に必要な実費をいただきますのでご了承下さい。

個人情報の内容訂正・利用停止

★ 個人情報とは、氏名、住所等の特定の個人を識別できる情報を言います。

★ 当施設が保有する個人情報（介護・診療記録等）が事実と異なるとお考えになる場合は、内容訂正・利用

停止を求めることができます。職員にお申し出ください。調査の上、対応いたします。

個人情報の利用目的

★ 個人情報は、以下の場合を除き、本来の目的を超えて利用いたしません。

★ サービス提供のために利用する他、施設運営、教育・研修、行政命令の遵守、他の医療・介護・福祉施設

との連携等のために、個人情報を利用することがあります。また、外部機関による施設評価、学会や出版

物等で個人名が特定されないかたちで報告することがあります。詳細は別紙に記載します。

ご希望の確認と変更

★ 入所予定の変更、介護給付・保険証等の確認等、緊急性を認めた内容について、患者さんご本人に連絡

する場合があります。ただし、事前に受付までお申しでがあった場合は、連絡いたしません。

★ 居室における氏名の掲示を望まない場合には、お申しでください。ただし、事故防止・安全確保のために

は、氏名の掲示が望ましいです。

★ 電話あるいは面会者からの部屋番号等の問い合わせへの回答を望まない場合には、お申しでください。

★ 一度だされたご希望を、いつでも変更すること可能です。お気軽にお申で下さい。

相談窓口

★ 質問やご感想は、各部署責任者または以下の個人情報保護相談窓口をご利用下さい。

個人情報保護相談窓口 事務長 上　村　　和　史

令和　４年１２月　１日

施　設　長

介護・診療情報の提供及び個人情報の保護に関するお知らせ

介 護 老 人 保 健 施 設 こ う わ か 苑

櫻 田 教 子



平成２１年　４月　１日

介護老人保健施設こうわか苑では、利用者の尊厳を守り安全に配慮する施設の理念の下、お預かりしている

個人情報について、利用目的を以下のとおり定めます。

【利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】

『介護老人保健施設内部での利用目的』

・ 当施設が利用者等に提供する介護サービス

・ 介護保険事務

・ 介護サービスの利用者に関わる当施設の管理運営業務のうち

― 入退所等の管理

― 会計・経理

― 事故等の報告

― 当該利用者の介護・医療サービスの向上

『他の事業者等の情報提供を伴う利用目的』

・ 当施設が利用者等に提供する介護サービスのうち

― 利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業所等との

連携（サービス担当者会議等）、照会への回答

― 利用者の診察等の当たり、外部医師等の意見・助言を求める場合

― 検体検査業務の委託その他の業務委託

― 家族等への心身の状況説明

・ 介護保険業務のうち

― 保険事務の委託

― 審査支払機関へのレセプトの提出

― 審査支払機関または保険者からの照会への回答

・ 損害賠償保険などに係る保険会社等への相談または届出等

【上記以外の利用目的】

『当施設の内部での利用に係る利用目的』

・ 当施設の管理運営業務のうち

― 医療・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料

― 当施設において行なわれる学生実習への協力

― 当施設において行なわれる事例研究

『他の事業者等への情報提供に係る利用目的』

・ 当施設の管理運営業務のうち

― 外部監査機関への情報提供

個　人　情　報　の　利　用　目　的



当施設では、利用者の方の個人情報を適正に取り扱うことは・医療・介護サービスに携わるものの重大な責務で

あると考え、個人情報の取り扱いに関する適切性の確保を、当施設をはじめ医療法人喜明会全体の重要課題と

捉えて取り組んでおります。

　このような背景に鑑み、個人情報の取り扱いについて次のように宣言いたします。

1. 個人情報に関する法令・規範の遵守

　業務上で個人情報の保護に関する法令及び行政機関等が定めた個人情報保護に関する条例・規範・

ガイドライン等を遵守します。

２. 個人情報保護施策の強化

　個人情報が分散した形で蓄積利用される可能性を排除し、適切な個人情報の収集、利用及び提供が

行なわれる体制整備の向上を図るとともに、個人情報への不正アクセス、紛失、破損、改ざん及び漏洩

の予防に務め、万一の問題発生時には速やかな是正対策を実施します。

３. 個人情報保護に関する意思統一の徹底

　個人情報の取り扱いに関する規定を明確にし、従事者に周知徹底します。また、取引先に対しても適切

に個人情報を取り扱うよう要請します。

４. 個人情報保護活動を継続的に改善・推進

　自主的に的確な個人情報の保護措置が講じられるよう、個人情報の取り扱いに関する内部規定を定期

的に見直し、これを遵守するとともに、職員の教育・研修を徹底推進したします。

平成２３年１０月　１日 医　療　法　人　　　喜　明　会

理　事　長　　山　内　　一　明

介護老人保健施設こうわか苑

施　設　長　　櫻　田　　教　子

前記の同意を証するため、本書２通を作成し、利用者、事業者が署名押印の上、１通ずつ

保有するものとします。

個　人　情　報　保　護　方　針



契約日          年  　月　　日

  療養介護ご利用にあたり、利用者に対して契約書および本書面に基づいて契約約款及び重要事項を

説明しました。

事業者 所在地 福岡県みやま市瀬高町大江1687-2

名称 介護老人保健施設　こうわか苑

施設長 櫻田　教子 印

説明者 所属 支援相談員

氏名 印

  私は、契約書および本書面により、事業者から入所療養介護についての契約約款及び重要事項の

説明を受け同意いたしました。

利用者

  ＜住所＞

  ＜氏名＞ 印

身元引受人

  ＜住所＞           

  ＜氏名＞ 印

【続柄　　　　　　　　】


